
2019 年経済構造実態調査 一次集計 結果の概要 

○ 概況

●2018年の産業大分類別の売上（収入）金額（以下「売上高」という。）は、「卸売

業，小売業」で498.0兆円、「製造業」で413.2兆円、「金融業，保険業」で118.3

兆円などとなっている。

表 産業大分類別売上高 

注：製造業に属する企業の一部については、同時一体的に実施した工業統計調査からデ

ータ移送を受けており、一次公表では工業統計調査の速報値を用いている。

（参考）

2015年※

との比較

（百万円） （％）

製造業 413,224,430 4.7 

電気・ガス・熱供給・水道業 27,031,353 3.0 

情報通信業 63,591,218 6.1 

運輸業，郵便業 69,564,904 7.5 

卸売業，小売業 497,980,974 1.5 

金融業，保険業 118,348,463 ▲ 5.4

不動産業，物品賃貸業 50,468,271 12.2

学術研究，専門・技術サービス業 44,097,503 11.7

宿泊業，飲食サービス業 22,257,902 2.3 

生活関連サービス業，娯楽業 37,651,943 ▲ 14.5

教育，学習支援業 15,287,542 1.5

医療，福祉 115,499,066 9.2 

複合サービス事業 9,035,677 ▲ 5.7

サービス業（他に分類されないもの） 36,617,403 3.5

※ 平成28年経済センサス‐活動調査結果
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表Ⅰ－５ 産業大分類（主業）、主業・主業以外別売上高 

注１：「売上高」、「主業の売上高」、「主業以外の売上高」、「主業比率」及び「主業以外の比率」は必要な事項の数値が 

得られた企業等を対象として集計した。 

注２：「主業以外の売上高」は、以下の算式を用いている。 

主業以外の売上高 ＝ 売上高 － 主業の売上高

売上高

主業の売上高
主業以外の

売上高
主業
比率

主業
以外の
比率

（百万円） （百万円） （百万円） （％） （％）

製造業 413,280,766 380,614,610 32,666,156 92.1 7.9

電気・ガス・熱供給・水道業 27,031,353 24,895,951 2,135,402 92.1 7.9

情報通信業 63,591,218 57,419,461 6,171,757 90.3 9.7

運輸業，郵便業 69,564,904 63,748,750 5,816,154 91.6 8.4

卸売業，小売業 497,980,974 463,645,460 34,335,514 93.1 6.9

金融業，保険業 118,348,463 117,511,083 837,380 99.3 0.7

不動産業，物品賃貸業 50,468,271 44,108,159 6,360,112 87.4 12.6

学術研究，専門・技術サービス業 44,097,503 40,305,990 3,791,513 91.4 8.6

宿泊業，飲食サービス業 22,257,902 19,571,708 2,686,194 87.9 12.1

生活関連サービス業，娯楽業 37,651,943 35,368,170 2,283,773 93.9 6.1

教育，学習支援業 15,287,542 11,785,999 3,501,543 77.1 22.9

医療，福祉 115,499,066 114,082,135 1,416,931 98.8 1.2

サービス業（他に分類されないもの） 36,617,403 31,697,253 4,920,150 86.6 13.4

産業大分類（主業）











イ 卸売業について、産業中分類別に年間商品仕入額の構成比をみると、「建築材

料，鉱物・金属材料等卸売業」が32.3％を占め、次いで「飲食料品卸売業」が22.1％、

「機械器具卸売業」が 21.4％などとなっている（表Ⅰ－７、図Ⅰ－７）。 

図Ⅰ－７ 卸売業の産業中分類別年間商品仕入額の構成比 

ウ 小売業について、産業中分類別に年間商品仕入額の構成比をみると、「その他の

小売業」が 30.7％を占め、次いで「飲食料品小売業」が 24.5％、「機械器具小売

業」が 23.0％などとなっている（表Ⅰ－８、図Ⅰ－８）。 

図Ⅰ－８ 小売業の産業中分類別年間商品仕入額の構成比 
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（２）「給与総額」の割合が高い事業活動における費用の構成 

ア 「職業紹介・労働者派遣業」の費用の構成をみると、「給与総額」が68.3％と事

業活動別費用の７割弱を占めている。次いで「福利厚生費」が8.9％となっており、

これら２項目で事業活動別費用全体の８割弱を占め、人件費に係る費用の割合が

高くなっている（図Ⅱ－２）。

図Ⅱ－２ 「職業紹介・労働者派遣業」の費用の構成比 

イ 「医療業」の費用の構成をみると、「給与総額」が46.9％と事業活動別費用の５

割弱を占めている。次いで「薬品費」が12.8％、「材料費」が8.7％と「医療業」

の産業別費用が２割以上を占め、人件費に加え、専門の原材料や設備の費用の割

合が高くなっている（図Ⅱ－３）。

図Ⅱ－３ 「医療業」の費用の構成比 
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２．従業者数 

① 対事業所サービス業（21業種）についてみると、「ソフトウェア業」が82万1993人でもっとも多く、以下、「情

報処理・提供サービス業」22万6295人、「広告業」15万1768人の順であった（第１表）。

② 対個人サービス業（14業種）についてみると、「学習塾」が38万7253人でもっとも多く、以下、「教養・技能

教授業（外国語会話教授業を除く）」21万8577人、「ゴルフ場」11万4078人の順であった（第１表）。

③ 雇用形態別にみると、対事業所サービス業のうち「正社員・正職員」の比率が高い業種は、「ソフトウェア

業」（90.1％）、「各種物品賃貸業」（87.1％）、「事務用機械器具賃貸業」（82.1％）の順であった（第１図）。

対個人サービス業のうち「パート・アルバイトなど」の比率が高い業種は、「映画館」（87.7％）、「ボウリン

グ場」（73.4％）、「学習塾」（72.8％）の順であった（第１図）。 

第１図 従業者の雇用形態別構成比 

注１：「映像情報制作・配給業」、「音声情報制作業」、「新聞業」、「出版業」、「映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業」、

「クレジットカード業,割賦金融業」は、企業を対象として調査を行っている。

注２：「その他の雇用形態」は、個人業主及び無給の家族従業者、有給役員、臨時雇用者

注３：四捨五入の関係でグラフ上の数値の合計が 100％にならない場合がある。 
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